
Ⅰ．はじめに

　バブル期，新設住宅着工戸数は年間１，７０７千戸（１９９０年）あっ
たものが，２００８年は１，０９３千戸まで減少し，木材需要量は減少し
ている（図－１）。そして，木造住宅の主要構造材の外材使用比
率は柱が６１%，横架材は８０%となっている（平成１８年１０月１２日付
日刊木材新聞）。
　そのような状況下，林野施策では，流域管理システム，新流通
加工システム，新生産システムと国産材製材工場の規模拡大を
図っている。
　そこで，なぜ国産材製材工場の規模を拡大するのかを明らかに
し，その規模が適当なのかを分析する。さらに，外材に対抗でき
る国産材製材工場の規模を検証し，ビジネスモデルを提案する。
 

Ⅱ．研究の方法

　まず，日刊木材新聞社の『木材建材ウイクリー』のデータを用
いて国産材製材工場の規模の変化を明らかにする。
　次に，『木材建材ウイクリー』をはじめとする文献調査と聞き
取り調査の結果を基に外材に対抗できる，すなわち外材と同じ製
品価格で販売できる製材規模について，①無垢KD材の国産材製
材工場と②国産材ラミナ製材工場の規模を明らかにする。
　聞き取り調査については，製材工場や原木市場へ訪問し，応対
して頂いた方からヒアリングしたものである。
　ここで，｢外材｣を定義する。国産材製品の多くは柱角であるた
め，それと競合する｢ホワイトウッド集成管柱３m　１０５×１０５
（以下，WW）｣とする。

　計算方法は，WW製品価格とスギ原木価格の差額から製材コ
スト以外に必要な流通コストや乾燥・加工コストを差し引くこと
で，採算分岐点となる製材コストを求める。
　製品価格・原木価格の設定時期については，現在，世界的な不
況で木材価格が低迷しているため，将来，資源インフレにより木
材価格が数年前の水準まで上がることを前提に試算する。
　

Ⅲ．製材規模の変化

　表－１，表－２はそれぞれ２００４年，２００８年の国産材製材工場
トップ１０を示したものである。これを見ると，製材量が年１００千
m３ 以上の製材工場が２００４年は１社に対して２００８年は５社になっ
ており，製材規模を拡大していることが分かる。
　規模拡大，すなわち設備投資には新生産システムが大いに貢献
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図－１．新設住宅着工戸数
資料:国土交通省『建築着工統計調査報告（平成２０年計分）』



していると思われるが，自力で規模を拡大したところもある。そ
の自力での規模拡大にも特徴があり，①中古機械を導入し，初期
投資を抑えての規模拡大（㈱木村産業），②中規模製材工場を買
収しての規模拡大（㈱トーセン）が挙げられる（木材建材ウイク
リーNo．１６８６）。
　その中でも特徴的なのは，規模を拡大している製材工場の殆ど
が構造材製材ではなく，羽柄材製材（西九州木材事業協組，㈱サ
トウ，玉名製材協組，外山木材㈱，㈱徳山製材所），特にラミナ
製材（西九州木材事業協組，玉名製材協組）が顕著なことである。

Ⅳ．外材に対抗できる国産材製材規模

１．無垢KD材製材工場
　新生産システム事業の開始時期が２００６年１月であることから，
その当時のスギ原木・WW製品価格から採算分岐点となる製材コ
ストを求めた。その結果は，表－３の通りである。
　計算方法を説明すると，スギ原木価格@¥１１，０００/原木m３は原
木市場での価格であるため，積込料＋運賃@¥１，５００/原木m３を
足して，スギ原木価格は工場着@¥１２，５００/原木m３－（Ａ）となる。
　次にWW製品価格@¥５０，７５５/製品m３ （＝@¥１，６８０/本）か
ら販売管理費@¥５，０００/製品m３を引くと，工場出し@¥４５，７５５/
製品m３となる。これに乾燥歩留８３．４%を掛けると@¥３８，１６０/生
材m３になる。
　ここで用いた乾燥歩留は，乾燥用材の寸法が１１５×１１５で，仕上
がり寸法が１０５×１０５に想定して求めた。
（１０５×１０５）÷（１１５×１１５）×１００＝ ８３．４%。

　そして，これから乾燥コスト@¥７，８７０/生材m３を引くと乾燥
用材価格@¥３０，２９０/生材m３となる。
　ここで用いた乾燥コストは次の式で求めた。
　乾燥コスト＝スギKD販売価格/製品m３×乾燥歩留－スギ
GRN販売価格/製品m３

＝スギKD販売価格/生材m３－スギGRN販売価格/生材m３

＝@¥５５，０００/製品m３×８３．４%－@¥３８，０００/製品m３

＝@¥７，８７０/生材m３。
　乾燥コストは聞き取り調査で正確に把握することは非常に難し
い。そこで，乾燥コストが生材m３あたりのスギKD販売価格と
GRN販売価格の差額分以内でなければ，KD材を生産するメリッ
トがないことから，上記式により乾燥コストを求めた。
　そして，乾燥用材価格@¥３０，２９０/生材m３に製材歩留５１．７%を
掛けると@¥１５，６６０/原木m３となる。
　製材歩留は原木径１６cmから１１５×１１５の乾燥用材を製材したと
想定し，求めた。
　（１１５×１１５）/（１６０×１６０）×１００＝５１．７%。
　これにチップ・オガ収入が@¥１，０００/原木m３あり，この分原
木を高く買えるので足すと@¥１６，６６０/原木m３－（Ｂ）となる。
　よって，採算分岐点となる製材コストは（Ｂ）－（Ａ）＝
@¥４，１６０/原木m３となる。　
　では，製材コスト@¥４，１６０/原木m３にするためには，どのく
らいの製材規模が必要なのかを検証する。
　表－４に林野庁が試算した製材規模別製材コストを示す。これ
を見ると，製材コスト@¥４，１６０/原木m３は～５０千m３/年のところ
になる。よって，無垢KD材製材工場は２００６年１月時点（原木価
格工場着@¥１２，５００/m３，製品価格@¥５０，７７５/m３）では，約５０千
m３/年の製材規模があれば，外材と対抗できる状態であったと考
えられる。
２．ラミナ材製材工場
　製材最大手の中国木材株式会社が宮崎県進出計画を発表した時
期が２００７年１月であることから，その当時のスギ原木・WW製品
価格から採算分岐点となる製材コストを求めた。その結果は，表
－５の通りである。
　計算方法は，Ⅳ－１と同様である。
　スギ原木価格はラミナ用であり工場着値@¥１０，０００/m３－（Ｃ）
である。
　次に製品価格@¥６９，４８６/製品m３ （＝@¥２，３００/本）から販売
管理費@¥５，０００/製品m３を引くと，工場出し@¥６４，４８６/製品m３
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表－１．２００４年国産材製材工場トップ１０
製材量
（m３/年）地区会社名順位

１４６，４００北海道㈱サトウ１
９８，４００宮崎木脇産業㈱２
８１，６００福島協和木材㈱３
６３，６００宮崎外山木材㈱４
６２，４００愛媛久万広域森組５
６０，０００大分瀬戸製材所６
５５，２００岡山院庄林業㈱７
５４，０００栃木㈱トーセン８
４８，０００山形㈲庄司製材所９
４２，０００宮崎持永木材㈱１０

資料：『木材建材ウイクリー』No．１５００，日刊木材新聞社，
　　　２００４年８月２日，８頁

表－３．無垢KD材製材工場　採算分岐点

　価格（円）コスト/歩留　　　項目
１１，０００※１スギ原木価格
１２，５００※２１，５００（円/原本m３）　積込料+運賃
１６，６６０  　４，１６０（円/原本m３）　製材コスト
１５，６６０※２１，０００（円/原本m３）　チップ・オガ収入
３０，２９０  　５１．７０（%） 　製材歩留
３８，１６０※１７，８７０（円/生材m３）　乾燥コスト
４５，７５５  　８３．４０（%）　乾燥歩留
５０，７５５※２５，０００（円/製品m３）　販売管理費
５０，７５５※１１，６８０（本）WW製品価格

※１：『木材建材ウイクリー』No．１５６８，日刊木材新聞社，
　　　２００６年１月２３日，３２－３３頁
※２：聞き取りによる

表－２．２００８年国産材製材工場トップ１０
製材量
（m３/年）地区会社名順位

１９２，０００佐賀西九州木材事業協組１
１５６，０００栃木㈱トーセン２
１２４，８００福島協和木材㈱３
１０８，０００宮崎木脇産業㈱４
１０５，０００岩手㈱木村産業５
９６，０００北海道㈱サトウ６
９０，０００熊本玉名製材協組７
８４，０００宮崎持永木材㈱８
７２，０００宮崎外山木材㈱９
７２，０００岡山㈱徳永製材所９

資料：『木材建材ウイクリー』No．１６８６，日刊木材新聞社，
　　　２００８年７月２１日，５頁



となる。
　これから集成材製造コスト@¥２６，０００/製品m３を引くと
@¥３８，４８６/製品m３になり，これに集成材歩留６５．３%を掛けると
ラミナ価格@¥２５，１３１/m３になる。
　ここで用いた集成材歩留は，GRNラミナから集成材製品まで
の歩留であり，乾燥歩留も加味されている。
　そして，これにラミナ製材歩留４３．６%を掛けると@¥１０，９５７原
木/m３となり，これにチップ・オガ収入@¥１，０００/原木m３を足す
と@¥１１，９５７/原木m３－（Ｄ）となる。
　よって，採算分岐点となる製材コストは（Ｄ）－（Ｃ）＝
@¥１，９５７/原木m３となる。
　では，製材コスト@¥１，９５７/原木m３にするためには，どのく
らいの製材規模が必要なのかを検証する。
　まず，表－４のデータを用いて，回帰曲線を求めた結果，図－
２のようになり，相関関係が有意であることが分かった。
　その回帰式を用いて，製材コスト@¥１，９５７/原木m３のときの
製材規模を求めた結果，年３３２千m３となった。
　このことから，ラミナ材製材工場は２００７年１月時点（原木価格
工場着@¥１０，０００/m３，製品価格@¥６９，４８６/m３）では約３００千m３/
年の製材規模があれば，外材と対抗できる状態であったと考えら
れる。

Ⅴ．考　察

　製材規模の変化については，Ⅲで見たように，構造材製材より
も羽柄材製材，特にラミナ材製材で規模拡大が顕著である。その
理由は，前提として木造住宅の主要構造材の集成材使用比率が柱
では５５．０%，横架材では５５．３%となっており，すでに集成材市場
が確立されていることが挙げられる（表－７）。その中において，
①資源ナショナリズムに伴う外材の高騰により国産材が注目され
ていること。②プレカット化により工業製品並みの製品が要求さ
れることにより，集成材利用が増加したこと。③スギ柱角の乾燥
が難しいため，簡単な板（ラミナ）乾燥へシフトしたこと。④大
径化に伴い，背板から板材が取れるようになったことが考えられ
る。これらのことから，国産材の集成材化が進んでいることが分
かる。
　外材に対抗できる製材工場の規模について，無垢KD材製材工
場ではWW製品価格が@¥５０，７５５/製品m３ （＝@¥１，６８０/本）の
とき，約５０千m３/年の製材規模が，それに対して，ラミナ材製材
工場は@¥６９，４８６/製品m３ （＝@¥２，３００/本）のとき，約３００千
m３/年の製材規模が必要という結果になった。
　ここで，ひとつ無垢KD材製材工場とラミナ材製材工場で異な
るところがあることに気づく。それはWW製品価格の差である。
これは試算の対象時期が異なるためである。そこで，表－３の
WW製品価格を@¥６９，４８６/製品m３ （＝@¥２，３００/本）にして
製材工場の採算分岐点となる製材コストを求めると，
@¥１２，２３６/原木m３となり，表－４より製材規模が１０千m３/年で
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図－２．製材規模別製材コスト

表－４．製材工場の規模別製材コスト

製材コスト素材入荷量

９，９００円程度～１０千m３

７，０００円程度～３０千m３

４，６００円程度～５０千m３

３，４００円程度～１００千m３

注：｢～１００千m３｣のコストは５万m３×２シフトの場合である。
資料：山田壽夫「森林・林業・木材産業の課題と
　　　今後の方向」，『森林誌研究』第１号，
　　　特定非営利活動法人森林誌研究所，
　　　２００６年１１月，３９頁

表－５．ラミナ材製材工場　採算分岐点
　　　　価格（円）　　　　コスト/歩留項目

１０，０００※１スギ原木価格（工場着値）
１１，９５７　 １，９５７（円/原本m３）　ラミナ製材コスト
１０，９５７※２１，０００（円/原本m３）　チップ・オガ収入
２５，１３１※３４３．６（%）　ラミナ製材歩留
３８，４８６※４６５．３（%）　集成材歩留
６４，４８６※４２６，０００（円/製品m３）　集成材製造コスト
６９，４８６※２５，０００（円/製品m３）　販売管理費
６９，４８６※５２，３００（本）WW製品価格

※１：西村勝美，米村公雄「西九州木材事業協同組合が実施して
いる木材の新しい流通・加工システムモデル整備事業に係
る経営診断報告書」，（独）農林漁業信用基金，

　　平成１９年３月，４頁
※２：聞き取りによる
※３：表－６参照
※４：藤村要「集成材の製造コストに関して」，『森林誌研究』第

１号，特定非営利活動法人森林誌研究所，２００６年１１月，３０頁
※５：『木材建材ウイクリー』No．１６１５，日刊木材新聞社，２００７年１

月２２日，４６頁

表－６．西九州木材事業協組稼働実績
平成１８年項目
１１３，７３０　原木消費量　　　（m３）
３，６６５　製材コスト　　　（円/原木m３）
４９，５９７　ラミナ　製造量　（m３）
４３．６　ラミナ　歩留　　（％）
８，８８０　他製品　製造量　（m３）
７．８　他製品　歩留　　（％）

５８，４７６　合計　　製造量　（m３）
５１．４　合計　　歩留　　（％）

　注：①四捨五入の関係で合計数値は必ずしも一
致しない。

　　　②西九州木材事業協組は，ラミナ製材工場
である。

　資料：『林野　RINYA』９月号No．６，林野庁，
　　　平成１９年９月１５日，１３頁



良いという結果になる。しかし，この規模では，表－３に示した
コスト（乾燥コスト，販売管理費等）にすることは難しいと思わ
れ，この規模では採算を合わすことはできないと考えられる。
よって，無垢KD材製材工場は，新生産システムの応募要件に
なった製材規模５０千m３/年は最低必要なのではないかと考えられ
る。
　先述のとおり，主要構造材の集成材の使用比率が高いことから，
外材に対抗するためには，まず同じ土俵に立つ必要があると考え
られる。また，国産材自給率が低くなった経緯を振り返ると，国
産材が供給できなかったときに輸入材が入り，市場を確立して
いったのである。さらに木材製品が供給過剰の中，非常に厳しい
経済情勢だが，国産材市場を確立するためには，｢安定供給｣｢安

定品質｣「安定価格」が必要である（豆原，２００６）。よって，その
要求に応え，国産材市場を確立するためには，国産材集成材の増
産が必要であり，約３００千m３/年規模のラミナ材製材工場が必要
であると考えられる。
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表－７．０７年度構造材の使用比率
横架材柱

割合（%）樹種割合（%）樹種
  ５５．３　集成材５５．０集成材
（２７．０）　（WW系）（２８．６）　（WW系）
（１１．２）　（RW系） （８．０）　（RW系）
 ３５．７　米松２８．８桧
（３３．６）　（米松KD）
   ７．２　杉１３．０杉
   １．８　その他   ３．２　その他

資料：『木材建材ウイクリー』No．１６９８，日刊木材新聞社，
　　　２００８年１０月２０日，９頁


